
  

保健保安林の指定の促進について 

 

               昭和 48 年９月 22 日付け 48 林野治第 2221 号 

               林野庁長官から各都道府県知事、営林（支）局長宛て 

              ［最終改正］令和５年３月 23 日付け４林整治第 2038 号 

 

  

 保安林については、従来、災害の防備及び水源かん養の機能を発揮する森林を重点的に

配備してきたところであるが、近年におけるわが国経済の著しい発展に伴う都市化、地域

開発等の進展、森林のレクリエーション利用の増大等に対応して、それら災害防備や水源

かん養を目的とする保安林の一層の充実強化に加えて、良好な環境の保全及び形成、保健

休養の場の提供等の機能を発揮する保安林の整備に対する国民的要請が一段と高まってい

る。 

 このため、昭和 45 年度には、都道府県が設置した県民の森、憩いの森等を対象に「保健

保安林配備基本調査」を実施し、昭和 46 年度及び 47 年度には「４号以下保安林配備修正

のための調査」の一環として保健保安林の指定のための調査を行ってきており、また先般

樹立された全国森林計画においては、保健、風致の保存等のための保安林として全国でお

おむね 473 千ヘクタール（民有林については 350 千ヘクタール）の森林を計画的に指定す

ることが定められたところである。 

 このような情勢にかんがみ、今般、別紙のとおり「保健保安林指定要領」を定めたので、

これに基づき保健保安林の指定を適正、かつ、円滑に推進することとされたい。 

 

〔別 紙〕 

 

保健保安林指定要領 

 

１ 目 的 

  この要領は、最近における森林の生活環境保全機能及び保健休養機能に対する要請の

高まりに対応して、森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 25 条第１項第 10 号に掲げる目

的を達成する保安林（以下「保健保安林」という。）の適正かつ円滑な指定を促進する

ことを目的として定めるものとする。 

２ 指定対象森林 

 (1) 指定の対象とすべき森林 

保健保安林は、主として次に掲げる森林について指定するものとする。 

ア 主として市街地若しくは集落地の周辺にあって、大気の浄化、塵埃、煤煙のろ化、

騒音の防止、気象の緩和等の保健機能を効果的に発揮しうる安定した生態系を保持

している森林又はその積極的な維持造成等を図ることにより当該機能の発揮が期

待される森林であって良好な生活環境の保全及び形成に資するもの 

イ 交通網の整備状況等からみて利用しやすい位置にあって、その林相が郷土樹種を

中心として安定し、針広混交複層林相をなし、当該地域の固有の景観と一体をなし



  

て優れた自然美を構成し、若しくは原生的な自然環境を保つなど野生動植物が生息

若しくは生育している森林又はその積極的な維持造成等を図ることにより、これら

の状態に到達することが期待される森林であって公衆の保健休養に資するもの 

 (2) 留意事項 

保健保安林の指定に当たっては、次に掲げる事項に留意して指定の適否を決定す

るものとする。 

ア 当該地域における森林の配置状況と地域開発の進展状況との関連 

イ 地況、林況等の自然的特性（渓流、渓谷、瀑布、湿原、湖沼、樹種構成、野生動

植物の生息又は生育状況等）からみた生活環境の保全及び形成並びに保健休養の場

としての利用上の適否 

ウ 当該森林を保健休養のため利用する場合の道路その他の交通網の整備状況及び利

用者の現状並びにその見通し 

エ 地方公共団体その他利害関係者の意向 

３ 指定の促進等 

(1) 森林所有者その他権原に基づき森林の使用又は収益をする者に対して保健保安林

の指定の趣旨、指定に伴う規制、その他必要な事項について理解と協力を得るよう

に努め指定の促進を図るものとする。 

(2) 当該森林に他の法令等による規制がある場合には、あらかじめ、当該法令等の主

管部局と相互に緊密な連絡調整を行い指定の促進を図るものとする。 

(3) 当該森林が既に保健保安林以外の保安林に指定されている場合又は公衆の保健機

能以外の機能を有するものであって、当該機能の発揮を目的とする保安林に併せて

指定する必要がある場合は、二以上の指定の目的を有する保安林として指定を行う

ものとする。 

(4) 指定施業要件の変更に当たって、保健機能の強化のため、当該森林の樹種又は林

相を改良する必要があると認められる場合は、保安林及び保安施設地区の指定、解

除等の取扱いについて（昭和 45 年６月２日付け 45 林野治第 921 号林野庁長官通

知）第１の２の(1)のアの(ｲ)の規定を適用するものとする。 

(5) 要指定地面積の区域が１筆の土地の一部にかかる場合は、「保安林整備管理事業

実施要領の制定について」（昭和 53 年８月 22 日付け 53 林野治第 1883 号林野庁長

官通知）付録第２号「保安林分筆測量作業要領」による分筆測量を指定調査と同時

に行い、指定処分後は、速やかに土地登記簿の地目を変更できるよう措置するもの

とする。 

 

 

 

 

 

 


